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１．概要（Summary） 

高齢化の加速に伴い，リハビリテーションを手助けする

歩行支援ロボットの研究が進められている．安定な歩行支

援のためには，ヒトのように様々な路面状況に対応するこ

とが必要である．しかし，路面の滑りやすさが評価できな

いために，路面で転ばない最適な歩行速度の制御ができ

ていない。そこで、路面の滑りやすさを計測可能なセンサ

の実現が求められている． 

本研究では，対象の滑りやすさを計測するため，センサ

表面に生じる局所滑り検出機構と，垂直荷重と 2 方向の

摩擦力を計測する3軸触覚センサを組み合わせることで，

摩擦係数および3軸力を同時計測可能なMEMS触覚セ

ンサを実現した．これにより，路面に作用する最大静止摩

擦力を推定し，スリップを未然に防ぐ歩行支援が可能にな

る． 

 

２．実験（Experimental） 

【利用した主な装置】 

高速大面積電子線描画装置 ADVANTEST F5112 + 

VD01 

【実験方法】 

東京大学  VDEC の高速大面積電子線描画装置  

ADVANTEST F5112 + VD01 を用いてフォトマスクを

作製し，デバイスの製作に利用した．製作したセンサチッ

プをシリコーンゴムに埋め込み，摩擦係数センサを試作し

た．摩擦係数の異なる路面をいくつか用意し，これに製作

したセンサを接触させながら摩擦力を加えた．ロードセル

によって計測した垂直力および摩擦力から摩擦係数を算

出し，接触時のセンサ応答と計測した摩擦係数を比較し

た． 

３．結果と考察（Results and Discussion） 

センサ応答と計測した摩擦係数の間に相関を確認する  

ことができた．この関係を利用することで，センサ応答から

摩擦係数を推定することができる．したがって，提案する

センサによって接触するだけで摩擦係数を計測可能であ

ることが示された． 

 

４．その他・特記事項（Others） 

 本 研 究 の 一部 は  JSPS 科研費 00547482 、 

15K13905および 25000010の助成を受けたものです． 

メディア掲載として、2016 年 1 月 26 日付の日経テクノロ

ジーonline において、「押し付けるだけで摩擦係数を検

出する触覚センサー」として掲載された。また 2016年2月

5日付の日経産業新聞において、「滑る路面すぐ警告 東

大、靴に付けるセンサー」として掲載された。 
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